
参考資料１ 
 

総合科学技術会議のスケジュール 
 

平成１３年８月２３日 
 

１． 「平成１４年度概算要求基準について」（８月１０日閣議決

定） 
「構造改革特別要求」に係る各省庁の要求については、９月末

日を期限とし、それまでの間、内閣に置かれる諸会議等（経済財

政諮問会議、総合科学技術会議、ＩＴ戦略本部、都市再生本部及

び産業構造改革・雇用対策本部等）が中心となって、各省庁と協

議し当該要求に係る諸施策の調整を行う。」 
 
参考； 「平成１４年度概算要求基準（案）について」 

「平成１４年度一般歳出の概算要求基準の考え方」 
「平成１４年度の財政事情について 

 
２． 総合科学技術会議のスケジュール（現時点での見込み） 
 

９月１２日 第 7 回重点分野推進戦略専門調査会 
    分野の推進戦略骨子（案）、分野別推進戦略（案）の検討 

 
９月２１日 第 8 回重点分野推進戦略専門調査会 
 
９月下旬  総合科学技術会議 

分野別推進戦略の決定 
 

以上 



 

平成14年度概算要求基準（案）について 

 

 

 

 

 平成14年度予算については、「『今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する
基本方針』について」（平成13年6月26日閣議決定）を踏まえ、財政面における抜本的

構造改革の第一歩として、国債発行額を30兆円以下に抑えるとともに、歳出全般にわた

る徹底した見直しを行い、思い切った縮減と重点的な配分を実現する。 

 

 

 

 (1) 公共投資重点化措置（公共投資関係費） 

   「公共投資関係費」（公共事業関係費及びその他施設費）全体を「公共投資重点化措

置」とし、７つの改革プログラムを踏まえた「重点７分野」への重点化を図る。その

際、真に「重点７分野」にふさわしい施策となっているか、民間需要創出効果や雇用

創出効果が顕著なものかどうか、に特に重点を置く。 

［規模］   前年度予算額から▲１０％削減。 

［要望額］  前年同額。 

  ［要望期限］ 要望の期限は８月末日とし、この要望に係る施策のうち「重点7分野」

に該当するものについては、９月末日までの間において、内閣に置かれ

る諸会議等（経済財政諮問会議、総合科学技術会議、ＩＴ戦略本部、都

市再生本部及び産業構造改革・雇用対策本部等）と所要の調整を行う。 

         ただし、「重点７分野」の要望であって相当の理由があるものに限り、

その要望の期限を９月末日とし、要望までの間に内閣に置かれる諸会議

等と所要の調整を行う。 

  [編成上の課題] 

① 民間資金等活用事業（ＰＦＩ）の積極的な活用を図るとともに、執行

段階における競争促進や単価の適正化等のコスト縮減、電子入札の拡大

等により事業の効率的・効果的実施を図り、その透明性を十分確保する。 

② 道路等の特定財源のあり方について見直しを行う。    等 

１．基本的考え方 

２．概算要求基準の概要 



 

 

 

 (2) 社会保障関係費 

   社会保障関係費（施設費を除く）については、高齢化等に伴う増加等から医療制度

改革等による削減・合理化を図ることとし、前年度予算額に７，０００億円を加算す

る。 

 

 (3) 一般政策経費 

一般政策経費については、全体を前年度予算額から▲１０％削減した上で、「重点

７分野」への重点化を図るための「構造改革特別要求」を加算する。この「特別要求」

の対象は「重点７分野」に限定するとともに、特殊法人等向け財政支出及びＯＤＡは

「特別要求」の対象から除外する。また、科学技術振興費相当額については、さらな

る要求額の加算を行う。 

  【構造改革特別要求の概要】 

  ［規模］   前年度予算の「一般政策経費－ＯＤＡ」の１０％相当分。 

         「科学技術振興費」については、さらに５％相当分を加算。 

  ［対象］   「重点７分野」に限定するとともに、特殊法人等向け財政支出及び  

ＯＤＡを対象外とする。 

  ［要望期限］ この「構造改革特別要求」に係る各省庁の要求については、９月末日

を期限とし、それまでの間、内閣に置かれる諸会議等（経済財政諮問会

議、総合科学技術会議、ＩＴ戦略本部、都市再生本部及び産業構造改革・

雇用対策本部等）が中心となって、各省庁と協議し当該要求に係る諸施

策の調整を行う。 

(注)各省庁は、「構造改革特別要求」での要求を予定している施策につい

て、その概要を8月末日までに内閣官房に提出する。この予定してい

る施策に係る経費の額は、上の[規模]の２倍の範囲内とする。 

     

（注）その他、人件費等及び特殊要因の加減算を行う。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

(1) 要求・要望に当たっては、政策評価機能を十分に発揮し、評価結果を概算要求

に適切に反映するとの観点から、施策等の意図・目的、必要性、効果・効率性等

を明らかにする。 

  特に、民間需要や雇用に適切に配慮することとし、「構造改革特別要求」に係る

要求及び「公共投資重点化措置」における「重点7分野」に係る要望に当たって

は、費用対効果分析に加え、民間需要創出効果及び雇用創出効果について明らか

にすることとする。 

 

(2) 特殊法人等向け財政支出については、一般会計、特別会計を通じてゼロベース

から見直し、大胆な削減を目指す。このため、各省庁は、「特殊法人等の個別事業

見直しの考え方」に基づく個別事業の具体的見直しを進め、平成14年度予算の要

求・要望に可能な限り反映させる。なお、その具体的な反映の状況（仮に反映さ

せることが困難である場合にはその具体的理由）を要求・要望に併せて示すこと

とする。 

３．その他 
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◎ 平成１４年度の財政事情について 
 
  
         

１３年度予算  １４年度予算 
              中期展望    概算要求基準時 
 
〔歳 入〕 
 
税  収  507,270 億円   50.4 兆円      50.4 兆円 
 
その他収入  36,074 億円    3.6 兆円     3.6 兆円 
 
公債金   283,180 億円   30.0 兆円   30.0 兆円 
             と置き換え 
 
 計（Ａ） 826,524 億円   84.0 兆円   84.0 兆円 
 
〔歳 出〕 
 
国 債 費 171,705 億円   18.4 兆円   18.4 兆円 
 
地方交付税 168,230 億円   19.5 兆円   19.5 兆円 
 
一般歳出  486,589 億円   49.5 兆円   47.8 兆円 
 
 計（Ｂ） 826,524 億円   87.3 兆円   85.6 兆円 
 
 

（Ｂ）―（Ａ） 
     （要処理額） 

 
          ▲ 1.7 兆円 

1.6 兆円  3.3 兆円 




